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「働かせ方」の改善に向け交渉を実施
「特例業務」は拡大解釈！検証も不十分！人員不足の認識はあるのか！
緊急対応などやむを得ない場合を除き、休日、夜間にむやみに連絡しないよう周知することを確認

　自治労県職労は10月4日、労務担当局長に対して「職員の働かせ方の改善について」の要求書を提出し、交渉を行いました。
　交渉では次の3点について要求しました。

〇「特例業務」のあり方の明確化

〇コロナ業務に係る全庁応援体制の見直し

〇休日、夜間の連絡体制のルール化

１．「特例業務」のあり方について

■自治労県職労の考え方

「職員の勤務時間、休暇等に関する規則」第５条の５の３では、「３　任命権者は、災害その他避けることのできない事由によつて臨時の必要がある場合には、限度時間又は上限時間等を超えて、職員に対し、時間外勤務等を命ずることができる。」とし、「避けることのできない事由」としては、「①大規模災害等への対処を要する場合」、「②通常予想し得ない事由により人命、財産、その他県民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある場合」をあげています。

100時間超の時間外勤務をなくさなければいけない理由は、これまで自治労県職労が何度も主張してきたとおり、「死に至る労働」だからです。

「死に至る労働」は、「特例業務」か否かを問いませんが、だからこそ「特例業務」は厳格に運用されるべきなのです。

「通常予想し得ない事由により人命、財産、その他県民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある場合」とは、即座にその業務を行わなければ、人命が失われるような明確な場合であり、「将来、巡り巡って影響がある」などの拡大解釈は許されないものです。

仮に「特例業務」に該当する場合にあっても、特定の職員に過重な負担を負わせることのないよう体制を整える責任が当局にはあります。

今回の国際文化観光局の事例は、「避けることのできない事由」に該当するのか大いに疑問です。当局は「人命、財産、その他県民生活に重大な影響を及ぼすおそれ」を具体的に説明する責任があります。

また、規則同条４では、「任命権者は、前項の規定により、職員に対し、上限時間等を超えて時間外勤務等を命じたときは、当該時間外勤務等に係る要因の整理、分析及び検証を行わなければならない。」としています。当局は今回の事案の「要因の整理、分析及び検証」の結果を具体的に示す責任があります。

■当局回答
8月19日に働き方改革推進本部調整部会を開き、幹部職員の認識を共有した。

令和3年度は、100時間超の時間外勤務は半減したが、45時間超、80時間超は増加した。

本年4月の国際文化観光局の事例は、時間外勤務の入力が月末に行われたため把握が不十分だった。

業務ついてはコロナ対策に係る一連の業務の中で、産業労働局を中心とした事業者支援と同様の枠組みの延長であり、事業継続に向けた支援の観点があり、国際文化観光局では「特例」として考えている。

時間外勤務の「特例」については、所属長が「特例」にあたると判断して勤務を命じた後、前年度の状況について各総務室から人事課に報告があったものを取りまとめ、「働き方改革推進本部（座長：知事）」に諮った上で「特例」にあたるか、事後検証した上で最終的に決定する。

長時間労働を減らすために、健康医療局では「業務を止める判断を課長がする」などの工夫を行っている。

朝夕ミーティングなど基本的な取り組みを徹底する。

働き方改革推進本部などの議論が、局長から職場に伝わっていない部分がある。

２．コロナ業務に係る全庁応援体制の見直し
■自治労県職労の考え方
このところ、新型コロナウイルス感染症対策で休止していた事業やイベントなどが復活していますが、全庁応援体制は維持されたままで、少ない人員で対応せざるを得ず、職場からは悲鳴が上がっています。

イベント等、事業を復活するのなら、応援は解消すべきで、新型コロナウイルス感染症対策関連業務については、関係所属に必要な人員を配置して対応すべきです。

また、応援体制を続けるなら、育児や・介護に係る職員には一定の配慮をすべきです。

■当局回答
応援体制は以前の600名を300名に縮小したが、引き続き一定の応援が必要。

　所属の負担を減らすよう努力したい。

３．「つながらない権利」の保障

■自治労県職労の考え方
ロゴチャットの導入などを契機に、最近は休日、夜間に上司から「緊急ではない」業務上の連絡がある、との苦情が組合に寄せられています。

　また、休日、夜間に緊急的に連絡をする必要のある職員には、公費で通信手段を用意して貸与すべきで、私物の利用を前提とすべきではありません。

　休日、夜間の不要、不急の職員への連絡は避けるべきです。

■当局回答
　本人の同意を得たもののみ、私用スマホを活用している。

　「つながらない権利」については、知事が議会※でも答弁している。

　緊急時以外に休日、夜間にむやみに連絡することのないよう周知したい。

※代表質問（9月13日：菅原直敏議員／かながわ県民・民主フォーラム）、総務政策常任委員会（9月30日：近藤大輔議員／かながわ県民・民主フォーラム）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

「コロナ業務に係る全庁応援体制の見直し」では、具体的とは言えませんが、「所属の負担を減らすよう努力したい。」と回答していることから、今後個別の所属からの声を踏まえて具体的な対応を求めていきたいと思います。

また、「つながらない権利の保障」については、「緊急時以外に休日、夜間にむやみに連絡することのないよう周知したい。」と回答していますので、いつ、どのように周知されるか注視し、回答（知事答弁）に反する行為があれば、適切な対応を求めていきます。

肝心の「特例業務のあり方」については、「コロナ対策に係る一連の業務」「産業労働局を中心とした事業者支援と同様の枠組みの延長」「特例として考えている。」とし、「通常予想し得ない事由により人命、財産、その他県民生活に重大な影響を及ぼすおそれのある場合」を拡大解釈しています。

また、働き方改革推進本部の議論をはじめ当局には、「人が足りない」という認識が感じられません。職員の命と健康を守るためには、人員問題を回避せず、きちんと原因を見極め、原因を解消する対策を検討する姿勢が求められています。

県労連2022確定闘争日程
〇10月19日（水）　副知事要求提出交渉

〇10月21日（金）　副知事回答交渉

　　　　　　　　　　　第1回幹事団交渉

〇10月25日（火）　県労連支部代交渉

〇10月27日（木）　第2回幹事団交渉

〇11月2日（水）　　第3回幹事団交渉

　　　　　　　　　　　県労連総決起首魁

　　　　　　　　　　　18時30分から

〇11月9日（水）　　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委

〇11月11日（金）　戦術配置

